不動産ビジネスに必須！

不動産税務の基本的知識
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　不動産と税金は不可分の関係にあります。部屋を貸して家賃を受け取ると所得税、売却すると所得税、土地を誰かに譲ると贈与税、所有者が亡くなれば相続税、それどころか、持っているだけでも固定資産税が課税されます。現金で保有する財産に比べて明らかに関連する税金が多いため、たくさんの不動産を所有する資産家の方や、賃貸経営をしている方は、税に対して高い意識を持っておくべきですし、多くの方はすでに関心を持たれていることでしょう。このレポートでは、不動産に関連した税務の中でもとりわけ不動産ビジネスと関連の深い「所得税」について詳しく解説します。


　土地や建物などの不動産に関連する税金として、不動産を賃貸した時に得た収入に関する「不動産所得」、不動産の売買に関する「譲渡所得」など所得税に関するもの、不動産を誰かに贈与したときや、所有者が亡くなった時にかかる「相続税・贈与税」に関するものなどがあります。
■不動産に付随する主な税務
	所得税
	①不動産所得

	
	②譲渡所得

	相続税・贈与税
	③相続税の計算と土地・建物の評価

	
	④延納・物納



（１）不動産所得
①不動産所得の「収入」と「必要経費」
所有する不動産を貸し付け、その対価として賃料を受け取った場合、その賃料は個人の「不動産所得」です。不動産所得は次の算式により計算します。
	不動産所得　＝　賃貸収入　－　必要経費


上記の算式でいう「賃貸収入」は、必ずしも月々の家賃収入のみを指しているわけではありません。次に掲げるような収入も賃貸収入に含めることが認められています。
■賃貸収入に含まれる項目
	イ）名義書換料、承諾料、更新料、頭金などの名目で受領するもの

ロ）敷金や保証金のうち返還を要しないもの

ハ）共益費などの名目で受け取る電気代、水道代、掃除代など


　ロ）の敷金や保証金とは、賃料支払債務を担保する意味を持つ金銭であり、賃貸契約終了時には基本的に全額が返還されるものです。そのため、原則として収入に計上する必要がありませんが、返還をしないことが確定した場合については「返還をしないことが確定した日」の収入として計上します。
　また、必要経費とは、不動産収入を得るために直接必要な次のような費用を指します。

■必要経費に含まれる項目

	イ）固定資産税

ロ）損害保険料

ハ）減価償却費

ニ）修繕費


　ニ）の修繕費については、建物、建物附属設備、機械装置、車両運搬具、器具備品などの資産の修繕費で、通常の維持管理や修理のために支出されるものは必要経費として認められます。しかし、修繕費であっても次に示すような性質のものは「資本的支出」として扱われ、必要経費とすることはできません。
■資本的支出となるもの
	1) 建物の避難階段の取り付けなど、物理的に付け加えた部分の金額
2) 用途変更のための模様替えなど、改造又は改装に直接要した費用
3) 機会の部分品を特に品質又は性能の高いものに取り替えた場合で、その取り替えの金額のうち通常の取り替えの金額を超える部分


原則的には、「所有する不動産に新たな機能を加えるような支出」など、原状回復の枠を超える“改良”については、資本的支出に該当すると考えられます。
②不動産の貸付けが「事業的規模」である場合
不動産の貸付による所得は不動産所得になりますが、その貸付が「事業的規模」で行われている場合には、税務上の取扱いが有利になります。
　特に必要経費に関する取扱いが異なるので気を付けなければなりません。

■通常の不動産所得と「事業的規模」の相違点
	相違点
	通常の不動産所得
	事業的規模

	賃貸用固定資産の取壊し、除去などの損失
	資産損失を差し引く前の不動産所得の金額を限度として必要経費に算入。
	全額を必要経費に算入

	賃貸料等の回収不能による貸倒損失
	収入計上した年分までさかのぼって、回収不能に対応する所得がなかったものとして、所得金額の計算をやり直す。
	回収不能となった年分の必要経費に算入

	青色申告の事業専従者給与又は白色申告の事業専従者控除
	適用なし
	適用あり

	青色申告特別控除
	最高10万円を控除
	最高65万円を控除


　このように、不動産賃貸で得た所得については、「事業的規模」として取り扱われる方が圧倒的に有利です。加えて、青色申告をすることにより、賃貸事業から生じた損失を3年間に渡って繰り越すことも認められています。
　不動産賃貸が「事業的規模」に該当するかの判定は、次の２つの基準によって行います。
■事業的規模の判定基準

	4) 貸間、アパート等については、貸与することのできる独立した室数がおおむね10室以上であること。
5) 独立家屋の貸付けについては、おおむね５棟以上であること。


（２）譲渡所得
　不動産に関連する税務で最も複雑なのが、この譲渡所得です。
　譲渡所得とは資産を譲渡したことによって得た所得を指しますが、譲渡した資産の種類によって以下の３パターンに分類されます。
	①　土地等・建物の譲渡

②　株式等の譲渡

③　それ以外の譲渡


　①の土地等・建物の譲渡については第2章以降で詳しく解説しますが、他の所得とは独立して金額を計算する、いわゆる分離課税となっています。従って、他の所得との損益通算はできません。②の株式等についても、①と同様に分離課税、損益通算不可です。土地や株式以外の譲渡については、不動産所得や給与所得など他の所得と合算して計算する、いわゆる総合課税の対象となっています。

（３）土地・建物の評価
　相続税と贈与税は、所得税と対を成す不動産税務の最大のテーマであるといっても過言ではありません。その中でも特に問題となりやすいのが、土地・建物の価値の評価です。
相続税・贈与税における土地評価の考え方には、主に次の３つがあります。
	①公示地価　　　　②路線価　　　　③固定資産税評価


①の公示地価は、所得税や法人税における時価として用いられるもので、国土交通省が毎年公表しています。
また、②の路線価は相続税・贈与税の計算で用いられます。国税庁が毎年７月１日に公表しており、目安としては、公示地価のおよそ８割程度であると言われています。
③の固定資産税評価額は、固定資産税や都市計画税、登録免許税、不動産取得税の計算のベースとなるもので、時価のおよそ７割程度であると言われています。
以上の様に、一口に「土地の評価額」といっても様々ですから、取引形態に応じてどの数値を用いるべきかきちんと理解しておかなければなりません。

（４）延納・物納
①相続税の延納

相続税は「金銭で一括納付」することが原則とされています。しかしながら、相続財産は現預金よりも不動産が多く、相続税を支払うだけの手元資金がないケースも十分に想定されます。このように、相続税の納税資金に困った人の救済策として設けられているのが、相続税の延納制度です。この制度を適用すれば、相続税を原則５年以内、相続財産に占める不動産の割合が高い人であれば、20年を最長期間として分割納付することができます。

　ただし、延納制度を使うためには一定の条件があります。

■延納の要件

	· 相続税額が10万円以上で、現金での一括納付が困難な理由があること
· 延納税額および利子税の額に相当する担保を提供すること
· 相続税の納付期限（相続開始があったことを知った日の翌日から10 か月以内）までに、税務署へ延納申請書を提出すること


②相続税の物納
相続税を納期限まで納付することが難しく、また延納により分割で納付することも困難なである場合には、税務署へ一定の申請を行うことにより、現金以外の相続財産で納付することが認められています。これを、相続税の物納制度といいます。
■物納の要件
	· 延納によっても金銭で納付することが困難な金額の範囲内であること

· 『物納申請書』及び『物納手続関係書類』を期限までに提出すること（相続開始があったことを知った日の翌日から10 か月以内）

· 物納申請財産が一定の要件を満たす物納適格財産であること



 　第２章では、自宅を売却した際の課税関係について詳しく解説します。


土地や建物を売却したときの譲渡所得は、次のとおり、自宅の所有期間によって「長期譲渡所得」と「短期譲渡所得」の二つに区分し、それぞれ異なる方法で税額を計算しなければなりません。

	長期譲渡所得・・・譲渡した日の属する年の１月１日現在で所有期間が５年超のもの

　　　　　　　　　　⇒　税率は、所得税率１５％、住民税率５％の計２０％
短期譲渡所得・・・譲渡した日の属する年の１月１日現在で所有期間が５年以下のもの

　　　　　　　　　　⇒　税率は、所得税率３０％、住民税率９％


ここでいう所有期間とは、土地や建物を取得した日から引き続き所有していた期間を指します。また、相続や贈与により取得したものは、原則として、被相続人や贈与者が取得した日から計算します。
■相続があった場合の所有期間の例
[image: image1.emf]
　例えば、図のように、平成元年に父が土地を取得し、平成15年に父が死亡したことで息子が土地を相続した場合、平成25年における土地の所有期間は、平成元年から平成25年までの25年間という事になります。

（１）譲渡所得税の計算と取得費、譲渡費用

譲渡所得税の計算は、次の算出で求めた課税譲渡所得金額に、それぞれ短期譲渡所得、長期譲渡所得の税率を乗じて計算します。

	譲渡所得金額　＝　譲渡価額　－　（取得費　＋　譲渡費用）　－　特別控除


　なお、算式中の取得費及び譲渡費用とは次に示すようなものです。

■取得費と譲渡費用

	取得費となるもの

	土地・建物購入時に収めた登録免許税

	借主がいる土地を購入するときに、借主を立ち退かせるために支払った立ち退き料

	土地の埋立てや土盛り、地ならしのための費用

	土地の測量費

	所有権などを確保するために要した訴訟費用

	土地購入から１年以内に建物を取り壊すなど、当初から土地の利用が目的であったと認められる場合の建物の購入代金や取壊費用。

	土地や建物を購入するために借り入れた資金の利子（土地・建物を使用開始する日までの期間に対応するもののみ）

	既に締結されている土地購入契約を解除し、他の物件を取得する場合の違約金


	譲渡費用となるもの

	土地や建物を売るために支払った仲介手数料

	印紙税で売主が負担したもの

	貸家を売るため、借家人に家屋を明け渡してもらうときに支払う立退料

	土地などを売るためにその上の建物を取り壊したときの取壊し費用とその建物の損失額

	既に売買契約を締結している資産を更に有利な条件で売るために支払った違約金。土地などを売る契約をした後、その土地などをより他へ高い価額で売却するために既契約者との契約、解除に伴い支出した違約金。

	借地権を売るときに地主の承諾をもらうために支払った名義書換料など


売った土地が先祖伝来の土地であるなど、買い入れた時期があまりに古く取得費が分からない場合も想定されます。このような場合は、売却代金の５％を取得費とすることができます。そこで実務上は、取得費が売却代金の５％に満たない場合であれば、５％相当額を取得費として処理した方が有利になります。

（２）譲渡所得の特別控除

　譲渡所得の計算は前出の算式によって行いますが、マイホームを売った場合や公共事業などの為に土地を売った場合など、一定の要件を満たす場合は特別控除を受けることができます。
①マイホームを売ったときの特別控除
　マイホームを売却した場合には、その建物の所有期間に関係なく、特例として譲渡所得から最高３千万円を控除することができます。この制度を「居住用財産を譲渡した場合の３千万円の特別控除の特例」といい、適用要件は以下の通りです。

■適用要件

	①自分が住んでいる家屋を売ること。以前に住んでいた家屋を売った場合は、住まなくなった日から３年目の12月31日までに売ること。
②売った年の前年、前々年に以下の特例を受けていないこと

　・居住用財産を譲渡した場合の３千万円の特別控除の特例

　・マイホームの買換えやマイホーム交換の特例（※後述します）
　・マイホームの譲渡損失についての損益通算および繰越控除の特例（※後述します）
③売った家屋や敷地について、収用等の場合の特別控除など他の特例を受けていない。

④災害によって滅失した家屋の場合、住まなくなった日から３年目の12月31日までに売ること。

⑤住んでいた家屋を取り壊した場合は、次の２つの要件に当てはまること。

　・その敷地の譲渡契約が、家屋を取り壊した日から１年以内に締結され、かつ、住まなくなった日から３年目の年の12月31日までに売ること。

　・家屋を取り壊してから譲渡契約を締結した日まで、その敷地を貸駐車場などその他の用に供していないこと。

⑥売手と買手の関係が、親子や夫婦など特別な間柄でないこと。


②収用等により土地建物を売ったときの特例
　公共事業のために土地や建物を売った場合には、譲渡所得から最高5,000万円までの特別控除を受けることができます。
　この制度には、土地の買取等の申出があった日から６カ月を経過する日までに売却していることなど一定の要件があります。また、複数の土地・建物を同一の公共事業のために、２年以上にまたがって売却する場合には、最初の年しか特例を受けることができません。
　なお、適用を受けるには、公共事業の施行者から受けた「公共事業用資産の買取等の申出証明書」「買取等の証明書」などを確定申告書に添付する必要があります。
③平成21年及び平成22年に取得した土地等を譲渡したときの１千万円の特別控除
　この制度は、①平成21年に取得した土地を、平成27年以降に売却した場合、②平成22年中に取得した土地を、平成28年以降に売却した場合――のいずれかに該当することで、１千万円の特別控除が受けられるというものです。平成21年度当時、わが国の土地需要は現在よりもはるかに冷え込んでおり、その活性化を目的として創設されました。
　この特別控除制度は、他の特別控除と比べて一風変わった制度設計となっています。これまでに紹介したものは、そのほとんどが「譲渡した時期」を適用要件として設定しています。ところが本制度は「土地の取得時期」に着目して制度が創られました。これは、本制度が平成21年～22年における土地需要を喚起するという政策目的のもとで創設されたことに起因しています。
この制度の適用要件は次の通りです。

■適用要件

	1 平成21年１月１日から平成22年12月31日までの取得した土地である。

2 平成21年に取得した土地は平成27年以降、平成22年に取得した土地は平成28年以降に譲渡すること。

3 親子や夫婦などから取得した土地等ではないこと。

4 相続、遺贈、贈与、交換、代物弁済、所有権移転外リース取引により取得した土地等でないこと。
5 譲渡した土地等について、収用等の場合の特別控除や事業用資産を買い換えた場合の課税の繰延べなど他の譲渡所得の特例を受けないこと。


　土地等の取得から5年後以降の譲渡が対象となっているため、譲渡所得を申告する際には適用を漏らしてしまわないよう注意が必要です。またこの制度には、「累積で１千万円まで」という制限がないので、例えば、平成21年に土地を5件購入し、平成27年以降に毎年１つずつ土地を譲渡していく場合、毎年１千万円の特別控除が適用できます。
　この制度を適用するためには、確定申告書に①譲渡所得の内訳書(確定申告書付表兼計算明細書)[土地・建物用]、②土地等の登記事項証明書や土地等を取得したときの売買契約書の写しなどで、譲渡した土地等が平成21年又は平成22年に取得されたものであることを明らかにする書類――という２つの書類を添付しなければなりません。

（１）居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例
　この特例は、所有期間10年を超えるマイホームを売却した場合など一定の要件に当てはまるとき、長期譲渡所得の税額を通常よりも低い税率で計算することができるものです。
■軽減税率の表
	課税長期譲渡

所得金額
	税　額

	６千万円以下
	課税長期譲渡所得金額　×　14％（うち住民税４％）

	６千万円超
	（課税長期譲渡所得金額　－　６千万円）×　20％　＋　600万円

税率20％のうち、住民税5％


（注）課税長期譲渡所得金額とは、次の算式で求めた金額です。

 　(土地建物を売った収入金額)－(取得費＋譲渡費用)－特別控除＝課税長期譲渡所得金額
　この特定の適用を受けるためには、譲渡所得の内訳書、売却した土地の建物登記事項証明書、マイホームを売った日から2か月後に交付を受けた除票住民票の写しまたは住民票の写しを確定申告書に添付します。なおこの特例は、マイホームを売ったときの3千万円の特別控除と併用することができます。
（２）特定の居住用財産の買換え特例（以下、買換特例）
　特定のマイホームを平成25年12月31日までに売却し、代わりのマイホームを買い換えた時は、一定の要件のもと、譲渡益に対する課税を繰り延べることができます。あくまで繰り延べであり非課税となる訳ではありません。買い換えたマイホームを売却した場合には、繰り延べられた分の税金も納付することになるため注意が必要です。
例えば、２千万円で購入したマイホームを４千万円で売却し、５千万円のマイホームに買い換えた場合には、通常、２千万円の譲渡益が課税対象です。しかし、特例の適用を受けることで売却した年分で譲渡益への課税は行われず、買い換えたマイホームを将来譲渡したときまで譲渡益に対する課税が繰り延べられます。
[image: image2.emf]
課税が将来に繰り延べられるとは、上記の例により説明すれば、買い換えたマイホームを例えば将来６千万円で売却した場合に、売却価額６千万円と購入価額５千万円との差額である１千万円の譲渡益（実際の譲渡益）に対して課税されるのではなく、実際の譲渡益１千万円に特例の適用を受けて課税が繰り延べられていた２千万円の譲渡益（課税繰延べ益）を加えた３千万円が、譲渡益として課税されるということです。
■適用要件

	1 自宅である

2 所有期間が１０年超

3 居住期間が１０年超

4 一定の買換えをする（建物の床面積５０㎡以上、土地面積５００㎡以下、一定期間内に居住を開始する、など）

5 譲渡対価が１億５千万円以下。


　買換特例は前述の①「マイホームを売ったときの３千万円特別控除」、②「特別控除居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例」――などと併用することができません。一方で①と②は併用が可能なため、「買換特例」と「①、②を併用」のいずれかを選択しなければなりません。どちらが有利なのか慎重に検討することが必要です。
（３）特定居住用財産の譲渡損失の特例
　所有期間が５年超である自宅を売却し、その全額を住宅ローンの全額に充当しても完済できない場合には、譲渡損失の一部を他の所得と損益通算することができます。損益通算しても控除しきれない場合には、譲渡の翌年以後３年内に繰り越して控除することができます。ただし、年間の所得が３千万円を超える年は繰越控除が適用できません。
　この特例で損益通算できる限度額は、マイホームの売買契約日の前日における住宅ローン残高から売却価額を差し引いた金額です。
　特例の適用を受けるためには、以下のような手続きを行わなければなりません。
	■損益通算の適用手続き

確定申告書に以下の資料を添付します。

1 「特定居住用財産の譲渡損失の明細書」

2 「特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の対象となる金額の計算書

3 登記事項証明書、売買契約書の写しなど所有期間が５年超であることを明らかにする書類

4 売却日から２カ月を経過した後に交付を受けた除票住民票の写し又は住民票の写し

5 売買契約日の前日におけるマイホームの住宅ローン残高証明書

■繰越控除の適用手続き

· 損益通算の適用を受けた年分について、上記①～⑤の書類の添付のある確定申告を提出する。
· 損益通算の適用を受けた年分の翌年分から繰越控除を適用する年分まで連続して確定申告書を提出する。


　この特例は、平成25年12月31日までに生じた譲渡損失のみが対象となっています。

（４）買換えに係る譲渡損失の特例
平成25年12月31日までに自宅を売却し、新たにマイホームを購入した場合で、旧居宅の譲渡による損失が生じた場合、一定の要件を満たすことで譲渡損失を他の所得と損益通算することができます。損益通算しても控除しきれない場合には、譲渡の翌年以後３年内に繰り越して控除することができます。適用要件は、①自宅を譲渡すること、②所有期間が５年超であること、③譲渡する前年の1月1日から譲渡した年の翌年12月31日までに、床面積50㎡以上の新居を購入すること、④新居を取得した年の12月31日時点で、買換えのための住宅ローンが10年以上残っていること――などです。

　
第３章では、土地・建物の取引に関して、様々なシーンで活用できる譲渡所得の特例について解説します。


　通常、何らかの資産を個人間で交換したとき、税務上は下図のように、お互いに資産の売買があったものとして認識されます。資産の売買があるわけですから、売買代金は所得と認識され、双方ともに譲渡所得税が課税されることになるのです。
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土地の所有権が移転しているため、確かに経済的価値は移動しています。しかし、交換の当事者が実際に金銭を受け取った訳ではなく、それにもかかわらず譲渡所得税が課税されるということであれば、税金の納付のために自腹を切らなければなりません。
そこで、土地と土地、建物と建物のように、同じ種類の資産と交換したときに限って、譲渡がなかったものとして取り扱う特例があります。
■適用要件

	1 交換資産が固定資産である（＝不動産業者などが販売のために所有している棚卸資産でないこと）

2 土地と土地、建物と建物のように、お互い同じ種類の資産である

3 交換により譲渡する資産が、１年以上所有していた資産であること

4 交換により取得する資産は、相手が１年以上所有していた資産であること、かつ、交換のために取得したものでないこと

5 交換により取得する資産を、譲渡する資産の交換直前と同じ用途に使用すること

6 交換により譲渡する資産の時価と取得する資産の時価との差額が、これらの時価のうちいずれか高い方の価額の20％以内であること


　なお、資産の交換取引では、譲渡資産の価額と取得資産の価額が同額でない場合に、その差額を補うための「交換差金」を支払うことがあります。本特例の適用を受けている場合であっても、交換差金については所得税が漏れなく課税されるため注意が必要です。
　また、交換差金には、交換当事者間でやり取りされる金銭に限らず、次に示すようなケースも含まれます。
	①交換で取得した資産のうち、譲渡した資産と同じ用途に使用しなかった資産

　　⇒　この場合、同じ用途に使用しなかった資産の価額が交換差金とみなされます。

②１つの資産について、一部を「交換」、他の部分を「売買」とした場合

　　⇒　売買代金が交換差金となります。

③土地と建物を一括して交換したとき、土地・建物の総額は等しいが、土地と土地、建物と建物など資産の種類ごとに見ると価額が異なっている場合。

　　⇒　土地と土地、建物と建物など、それぞれの差額が交換差金となります。


　この交換差金に関しては、特に③に注意が必要です。土地と土地、建物と建物のそれぞれの価額に20％以上の開きがあると、そもそも特例が適用できなくなってしまいます。

事業用に使用している特定の土地建物を譲渡し、一定期間内に特定の土地建物に買い換え事業に使用した場合には、譲渡益の課税を将来に繰り延べることができます。

	1 売った金額　＜　買い換えた金額のとき

　　⇒　売った金額に20％を掛けた額を収入金額として譲渡所得の計算を行う。

2 売った金額　＞　買い換えた金額のとき

　　⇒　「売った金額と買い換えた金額の差額」と「買い換えた金額」にそれぞれ20％を掛けた額との合計額を収入金額として譲渡所得の計算を行う。


■買換え特例の事例
[image: image4.emf]
　
図の事例で甲さんがＡ土地（取得費は５％とする）を売却した場合の所得税は、
	
（1億円　－　500万円）　×　20％　＝　1900万円


　しかし、甲さんは譲渡収入をＢ不動産の取得に充当してしまったため、1900万円の譲渡所属税を支払うために、自腹を切らなければなりません。

　この事例で買換え特例が適用できた場合の所得税額は380万円となります。
	
（1億円　×　20％　－　500万円　×　20％）　×　20％　＝　380万円


　上記の事例にように、最大で所得税を80％も減額できる非常に有利な制度ですが、適用できるケースが極めて限定的であり、専門家の間でも適用の難しい特例として認識されています。
　というのも、この特例の適用要件に「譲渡資産と買換資産が、一定の組合せに当てはまらなければならない」というものがあるためです。譲渡資産と買換資産の組み合わせは全部で10パターンありますが、そのうち、個人の資産家が現実的に適用を受けられるのは、次に示す1パターンにほぼ限定されると考えて差し支えありません。
■買換え特例の要件
	■譲渡資産の要件

· 国内にある土地等・建物・構築物で、譲渡日の属する年の１月１日時点で所有期間が１０年を超えるもの。
· 事業又は準事業の用に供されている。

■買換資産の要件
· 国内にある土地等、建物、構築物又は機械装置
· 土地等については、３００㎡以上で、原則として建物があるもの。
■その他の要件

・買換資産は、原則として譲渡年もしくは前年又は翌年に取得すること。

・買換資産は取得から１年以内に事業に使用すること。

・取得する土地等の面積は、原則として譲渡した土地等の５倍以内であること。


　この特例の適用を受けるためには、資産を売った年の前年から翌年までの３年間に買換資産を取得しなければなりません。期間内に取得できなかったときは、通常納付することになる所得税との差額を直ちに納付することになります。
　ただし、次に示すような「やむを得ない事情」がある場合には買換期間の延長を申請できます。

■やむを得ない事情とは

	1 工場の移転や建設などにかかる期間が通常1年を超えること

2 法令の規制等により取得計画の変更をしなければならなくなったこと

3 売主、その他の関係者との交渉が長びき、簡単に資産の取得が出来ないこと

1 ①から③までの事情に準じた事実があること
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